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(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期第２四半期 118,738 35.3 △22,518 － △22,473 － △16,819 －

2022年３月期第２四半期 87,782 － 5,155 △52.8 5,074 △52.7 3,847 △53.4

（注）包括利益 2023年３月期第２四半期 △16,795百万円（－％） 2022年３月期第２四半期 3,799百万円（△55.4％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年３月期第２四半期 △309.69 －

2022年３月期第２四半期 70.76 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年３月期第２四半期 486,657 142,850 29.0

2022年３月期 446,519 161,287 35.7

（参考）自己資本 2023年３月期第２四半期 141,019百万円 2022年３月期 159,484百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年３月期 － 30.00 － 30.00 60.00

2023年３月期 － 0.00

2023年３月期（予想） － 0.00 0.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 223,000 26.5 △46,500 － △47,000 － △41,600 － △765.95

1．2023年３月期第２四半期の連結業績（2022年４月１日～2022年９月30日）

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を前連結会計年度の期首から適用しており、2022年３月期第２
四半期に係る売上高については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。このため、売上高の対前年同四半期増減率は記載
しておりません。
なお、「収益認識に関する会計基準」等の適用による2022年３月期第２四半期の業績への影響額は、186億円の売上高減となります。

(2) 連結財政状態

2．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

3．2023年３月期の連結業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）

（注１）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：有

連結業績予想の修正については、本日（2022年11月１日）公表いたしました「業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧ください。

（注２）上記業績予想には、新型コロナウイルス感染拡大の影響として、販売電力量の減（△80百万kWh）を織り込んでおります。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年３月期２Ｑ 56,927,965株 2022年３月期 56,927,965株

②  期末自己株式数 2023年３月期２Ｑ 2,616,447株 2022年３月期 2,615,991株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2023年３月期２Ｑ 54,311,701株 2022年３月期２Ｑ 54,383,763株

  ※  注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有
（注）詳細は、添付資料Ｐ．７「１．四半期連結財務諸表及び主な注記（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項（四半期連結財務諸表

の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有

②  ①以外の会計方針の変更                      ：有

③  会計上の見積りの変更                        ：有

④  修正再表示                                  ：無
（注１）①について、詳細は、添付資料Ｐ．７「１．四半期連結財務諸表及び主な注記（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計

方針の変更）」をご覧ください。

（注２）②③について、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第10条の５に該当するものであります。

詳細は、添付資料Ｐ．７「１．四半期連結財務諸表及び主な注記（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計上の見積りの変

更と区別することが困難な会計方針の変更）」をご覧ください。

(4) 発行済株式数（普通株式）

（注）当社は、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託(BBT)」を導入しており、期末自己株式数には、「株式給付信託(BBT)」に係る信
託口が保有する当社株式（2023年３月期２Ｑ　100,000株、2022年３月期　100,000株）が含まれております。また、当該信託口が
保有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。（2023年３月期２Ｑ　100,000株、2022
年３月期２Ｑ　28,571株）

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）
業績予想に関する事項につきましては、四半期決算補足説明資料「2022年度第２四半期 決算の概要」をご覧ください。
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基
づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

（四半期決算補足説明資料の入手方法）
決算補足説明資料「2022年度第２四半期 決算の概要」は当社ホームページ及びTDnetで同日開示しております。



（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
通期 212,600 26.5 △48,000 － △48,500 － △42,500 － △782.52

（参考）2023年３月期の個別業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）

（注１）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：有

個別業績予想の修正については、本日（2022年11月１日）公表いたしました「業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧ください。

（注２）上記業績予想には、新型コロナウイルス感染拡大の影響として、販売電力量の減（△80百万kWh）を織り込んでおります。

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）
業績予想に関する事項につきましては、四半期決算補足説明資料「2022年度第２四半期 決算の概要」をご覧ください。
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基
づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部

固定資産 378,373 390,582

電気事業固定資産 300,196 299,041

汽力発電設備 88,330 87,719

内燃力発電設備 20,269 20,070

送電設備 53,216 52,775

変電設備 40,438 40,355

配電設備 82,318 82,995

業務設備 14,639 14,371

その他の電気事業固定資産 982 754

その他の固定資産 24,276 34,327

固定資産仮勘定 27,717 24,713

建設仮勘定及び除却仮勘定 27,717 24,713

投資その他の資産 26,183 32,499

長期投資 8,122 8,435

退職給付に係る資産 2,641 2,682

繰延税金資産 11,394 17,343

その他 4,082 4,095

貸倒引当金（貸方） △58 △58

流動資産 68,146 96,075

現金及び預金 21,872 27,830

受取手形及び売掛金 13,500 20,702

棚卸資産 12,251 28,002

その他 20,651 19,782

貸倒引当金（貸方） △129 △242

合計 446,519 486,657

１．四半期連結財務諸表及び主な注記

(1) 四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

負債及び純資産の部

固定負債 209,882 235,646

社債 70,000 90,000

長期借入金 106,825 113,517

リース債務 20,377 19,484

退職給付に係る負債 11,801 11,894

その他 877 748

流動負債 75,349 108,161

１年以内に期限到来の固定負債 23,184 18,274

短期借入金 1,252 9,004

コマーシャル・ペーパー 6,000 30,000

支払手形及び買掛金 15,020 22,103

未払税金 1,918 1,698

その他 27,974 27,081

負債合計 285,232 343,807

株主資本 156,909 138,456

資本金 7,586 7,586

資本剰余金 7,223 7,223

利益剰余金 147,493 129,041

自己株式 △5,394 △5,394

その他の包括利益累計額 2,574 2,563

その他有価証券評価差額金 2,062 2,141

繰延ヘッジ損益 38 34

退職給付に係る調整累計額 474 386

非支配株主持分 1,803 1,830

純資産合計 161,287 142,850

合計 446,519 486,657
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日

　至 2022年９月30日)

営業収益 87,782 118,738

電気事業営業収益 82,641 112,295

その他事業営業収益 5,141 6,443

営業費用 82,627 141,256

電気事業営業費用 77,956 135,178

その他事業営業費用 4,670 6,078

営業利益又は営業損失（△） 5,155 △22,518

営業外収益 517 561

受取配当金 113 120

受取利息 2 1

物品売却益 75 125

持分法による投資利益 183 170

その他 142 143

営業外費用 598 516

支払利息 495 444

その他 103 71

四半期経常収益合計 88,300 119,299

四半期経常費用合計 83,225 141,773

経常利益又は経常損失（△） 5,074 △22,473

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）
5,074 △22,473

法人税等 1,179 △5,689

四半期純利益又は四半期純損失（△） 3,895 △16,784

非支配株主に帰属する四半期純利益 47 35

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株

主に帰属する四半期純損失（△）
3,847 △16,819

(2) 四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日

　至 2022年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 3,895 △16,784

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △10 79

繰延ヘッジ損益 △8 △3

退職給付に係る調整額 △76 △87

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 0

その他の包括利益合計 △95 △11

四半期包括利益 3,799 △16,795

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 3,753 △16,831

非支配株主に係る四半期包括利益 46 35

（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）
5,074 △22,473

減価償却費 11,446 9,876

固定資産除却損 320 222

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 108 92

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △115 △41

受取利息及び受取配当金 △115 △122

支払利息 495 444

売上債権の増減額（△は増加） △1,752 △7,202

棚卸資産の増減額（△は増加） △3,733 △15,682

仕入債務の増減額（△は減少） 2,887 7,082

その他 △3,065 1,485

小計 11,550 △26,318

利息及び配当金の受取額 145 137

利息の支払額 △520 △455

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △2,237 381

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,939 △26,254

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △14,933 △19,861

固定資産の売却による収入 90 124

投融資による支出 △2,398 △217

投融資の回収による収入 2,014 18

その他 386 1,198

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,841 △18,737

財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の発行による収入 14,955 19,958

社債の償還による支出 △10,000 △10,000

長期借入れによる収入 10,000 17,471

長期借入金の返済による支出 △6,341 △5,675

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,392 7,752

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） 1,000 24,000

配当金の支払額 △1,630 △1,629

その他 △1,071 △932

財務活動によるキャッシュ・フロー 8,304 50,944

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,402 5,952

現金及び現金同等物の期首残高 25,190 20,374

現金及び現金同等物の四半期末残高 27,592 26,326

(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書
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(4) 四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27

－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって

適用することとしております。

なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

（会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

従来、当社及び連結子会社は、有形固定資産の減価償却方法について、主として定率法を採用しておりました

が、第１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。

沖縄エリアにおいては、人口や観光客数の増加を背景とした電力需要の増加が見込まれるものの、人口増の鈍

化や節電・省エネの進展等に伴い、電力需要は、かつての高い伸びは期待できず、安定的に推移すると見込んで

おります。

また、電力システム改革により、発電、小売電気事業においては、自由化の進展により競争環境下におかれる

ことで、効率的・安定的な事業運営が求めらております。一般送配電事業においても同様に、効率的・安定的な

事業運営により、安定供給に資する役割が期待されております。

以上のような経営環境の変化に対応し、発電設備については、現在保有しているそれぞれの電源の特性を踏ま

えた安定的な稼働に努めることとしており、長期に亘る安定供給が図れるよう発電設備全般の維持・管理の投資

が中心となることが見込まれます。

また、送配電設備については、高経年化設備の更新による設備機能維持を目的とした投資が中心となることが

見込まれ、安定的な設備の利用が見込まれます。

このような設備投資の方向性を踏まえ、2022年度を開始年度とする中期経営計画においては、適正かつ効率的

な設備維持・構築を、電力の安定供給に資する設備投資の基本的な考え方と位置付けました。

こうした状況を踏まえ、当社及び一部の連結子会社設備の今後の使用実態をより適切に財務諸表に反映する方

法として、耐用年数にわたり均等に費用配分を行う定額法が、減価償却方法として合理的であると判断したもの

であります。

この変更により、従来の方法と比べて、当第２四半期連結累計期間の経常損失及び税金等調整前四半期純損失

がそれぞれ2,257百万円減少しております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

- 7 -

沖縄電力㈱（9511）
2023年３月期　第２四半期決算短信


